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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

中間会計期間
第10期

中間会計期間
第９期

会計期間
自2023年６月１日
至2023年11月30日

自2024年６月１日
至2024年11月30日

自2023年６月１日
至2024年５月31日

売上高 （千円） 1,886,149 3,995,118 4,421,640

経常利益 （千円） 246,402 497,158 652,499

中間（当期）純利益 （千円） 170,977 344,138 432,301

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 281,300 285,460 285,125

発行済株式総数 （株） 1,327,000 1,339,400 1,338,400

純資産額 （千円） 2,121,619 2,645,543 2,390,592

総資産額 （千円） 3,533,072 4,490,272 4,334,730

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 32.75 64.25 82.09

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 31.28 62.10 78.60

１株当たり配当額 （円） － － 67.00

自己資本比率 （％） 60.05 58.91 55.15

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 137,908 △89,343 757,572

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △24,521 △23,634 △94,493

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 427,931 △89,449 435,580

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 2,433,272 2,791,393 3,006,128

　（注）１．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会

社であるため、記載しておりません。

３．第９期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、当社は2023年６月30日に東京証券

取引所スタンダード市場へ上場したため、新規上場日から第９期中間会計期間の末日までの平均株価を期中

平均株価とみなして算定しております。

４．当社は2024年12月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益」を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社にお

ける異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリ

スクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　財政状態の状況

（資産）

　当中間会計期間末における流動資産合計は4,362,840千円となり、前事業年度末に比べて143,403千円増加いたし

ました。これは主として流動資産「その他」が123,906千円増加したことによるものです。

　また、固定資産合計は127,431千円となり、前事業年度末に比べて12,138千円増加いたしました。これは主とし

て固定資産の償却により20,016千円減少したものの、有形固定資産を10,849千円、無形固定資産を21,255千円取得

したことによるものです。

　この結果、資産合計は4,490,272千円となり、前事業年度末に比べて155,542千円増加いたしました。

 

（負債）

　当中間会計期間末における流動負債合計は872,754千円となり、前事業年度末に比べて398,377千円減少いたしま

した。これは主として未払消費税等により流動負債「その他」が67,240千円、未払法人税等が58,430千円増加した

ものの、支払手形及び買掛金が189,415千円、前受金が344,824千円減少したことによるものです。

　また、固定負債合計は971,974千円となり、前事業年度末に比べて298,968千円増加いたしました。これは長期前

受金が298,968千円増加したことによるものです。

　この結果、負債合計は1,844,728千円となり、前事業年度末に比べて99,408千円減少いたしました。

 

（純資産）

　当中間会計期間末における純資産合計は2,645,543千円となり、前事業年度末に比べて254,951千円増加いたしま

した。これは主として剰余金の配当により89,670千円減少したものの、中間純利益344,138千円を計上したことに

よるものです。

 

②　経営成績の状況

　当中間会計期間における我が国経済は、全体として緩やかに回復している一方で、原材料価格の高止まりや地政

学リスク、為替の急激な変動といったさまざまな下振れリスクが残っており、景気の先行きについては不透明な状

況が続いております。

　このような経済環境の中、国内企業のIT関連への設備投資の需要は高く、生産性向上、競争力強化や省人化のた

めのデジタル化に向けたIT投資需要は底堅く推移しました。特に生成AI技術の進歩は目覚ましく、生成AI活用のた

めのAIサーバーへの投資需要は高い水準にありました。

 

　このような状況下で、当社はミッションである「Advance with you　世界を前進させよう」のもと、収益拡大に

取り組んでまいりました。

　この結果、当中間会計期間の経営成績は高いAI設備投資需要に加えて、前事業年度に受注した大型案件により売

上高3,995,118千円（前年同期比111.8％増）、営業利益498,540千円（前年同期比90.6％増）、経常利益497,158千

円（前年同期比101.8％増）、中間純利益344,138千円（前年同期比101.3％増）と、大幅な増収及び増益となりま

した。

　なお、当社はシステムインキュベーション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略してお

ります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は2,791,393千円となり、前事業年度末

と比べ214,734千円の減少となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
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　営業活動の結果使用した資金は89,343千円となりました。これは主として税引前中間純利益497,158千円等の収

入要因に対し、売上債権の増加額209,296千円、仕入債務の減少額189,415千円、その他の資産の増加額123,134千

円、法人税等の支払額88,949千円といった支出要因があったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は23,634千円となりました。これは主として有形固定資産7,835千円、無形固定資

産15,095千円を取得したことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は89,449千円となりました。これは主として配当金の支払額89,447千円によるもの

です。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(6）研究開発活動

　当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(7）生産・受注及び販売の実績

　当中間会計期間において、販売実績が著しく増加しております。これは主に前事業年度に受注した大型案件によ

るものであり、この結果当中間会計期間の売上実績は3,995,118千円（前年同期比111.8％増）となりました。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,800,000

計 4,800,000

（注）　2024年10月11日開催の取締役会決議により、2024年12月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行可

能株式総数は14,400,000株増加し、19,200,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年１月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,339,400 5,363,200
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 1,339,400 5,363,200 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、2025年１月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

２．2024年10月11日開催の取締役会決議により、2024年12月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割

を実施いたしました。これにより、発行済株式総数は5,357,600株となっております。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

第３回新株予約権

決議年月日 2024年10月11日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社使用人　２

新株予約権の数（個）※ 17（注）１．

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）　※ 普通株式　3,400（注）１．５．

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 10,237（注）２．５．

新株予約権の行使期間　※ 自　2026年11月６日　至　2034年10月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）※

発行価格　　　　10,237

資本組入額　　　5,119（注）５．

新株予約権の行使の条件　※ （注）３．

新株予約権の譲渡に関する事項　※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ （注）４．

※　新株予約権の発行時（2024年11月５日）における内容を記載しております。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、200株であります。

ただし、新株予約権割当後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整

し、調整により生じる１株未満の端数はこれを切り捨てる。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により払込金額を調

整、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
 

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３．新株予約権の行使条件は、以下のとおりであります。

(1）新株予約権発行時において当社従業員であった者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社

の取締役又は監査役若しくは従業員の地位にあることを要す。ただし、正当な理由があると当社取締役会

が認める場合にはこの限りではない。

(2）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

(3）本新株予約権は行使が可能になった日から１年経過するまでは新株予約権の30％まで、行使が可能になっ

た日から１年経過後２年以内では新株予約権の60％までしか行使できない。

４．組織再編時の取扱いは、以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に沿ってそれぞれ交付する。この場合においては、残存する新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、本号の取扱いは、本号に定める条件に沿っ

て再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、１． に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整

した再編後の行使価額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得ら

れるものとする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。

(6）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

(7）再編対象会社による新株予約権の取得

上記「新株予約権の譲渡に関する事項」に準じて決定する。

(8）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

５．当社は、2024年12月１日付で普通株式１株につき４株の株式分割を行っております。これにより、「新株予

約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」は下記のとおりです。

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株） 普通株式　13,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,560

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　2,560

資本組入額　　　1,280

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年６月１日～

2024年11月30日

（注）１

1,000 1,339,400 335 285,460 335 325,460

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2024年10月11日開催の取締役会決議により、2024年12月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割

を実施いたしました。これにより、発行済株式総数は4,018,200株増加し、5,357,600株となっております。

３．2024年12月１日から2024年12月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が5,600株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ470千円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

  2024年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社ＩＡＭ 東京都品川区北品川５丁目３番１号 758,000 56.60

飯野　亜矢子 東京都品川区 75,600 5.64

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 41,100 3.07

飯野　匡道 東京都品川区 26,400 1.97

ＢＮＹＭ　ＳＡ／ＮＶ　ＦＯＲ　ＢＮ

ＹＭ　ＦＯＲ　ＢＮＹＭ　ＧＣＭ　Ｃ

ＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＴＳ　Ｍ　ＩＬ

Ｍ　ＦＥ

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀

行）

２　ＫＩＮＧ　ＥＤＷＡＲＤ　ＳＴＲ

ＥＥＴ，ＬＯＮＤＯＮ　ＥＣ１Ａ　１

ＨＱ　ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５

号　決済事業部）

10,659 0.80

ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ　ＮＯＭＩＮＥＥ

Ｓ　ＬＩＭＩＴＥＤ　ＯＭＮＩＢＵＳ

－ＭＡＲＧＩＮ（ＣＡＳＨＰＢ）

（常任代理人　野村證券株式会社）

１　ＡＮＧＥＬ　ＬＡＮＥ，ＬＯＮＤ

ＯＮ，ＥＣ４Ｒ　３ＡＢ，ＵＮＩＴＥ

Ｄ　ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都中央区日本橋１丁目１３－

１）

8,200 0.61

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目１３番１号 7,800 0.58

大橋　達夫 宮城県仙台市青葉区 7,200 0.54

岩崎　泰次 静岡県静岡市駿河区 6,400 0.48

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂

インターシティＡＩＲ
6,100 0.46

計 － 947,459 70.74

（注）１．株式会社ＩＡＭは当社の代表取締役社長である飯野匡道の資産管理会社であります。

２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第三位を四捨五入して表示し

ております。

３．当中間会計期間末現在における野村信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の信託業

務に係る株式数については、当社として把握することができないため記載しておりません。

４．2024年12月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、上記所有株式数につい

ては、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。

５．2024年12月６日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、野村證券株式会社及びその共同保有者

であるノムラインターナショナルピーエルシー（ＮＯＭＵＲＡ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ　ＰＬＣ）、

野村アセットマネジメント株式会社が2024年11月29日現在で256,000株を所有している旨が記載されている

ものの、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社
東京都中央区日本橋一丁目

１３番１号
30,800 0.57

ノムラインターナショナル

ピーエルシー（ＮＯＭＵＲ

Ａ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯ

ＮＡＬ　ＰＬＣ）

1 Angel Lane, London EC4R

3AB, United Kingdom
55,600 1.04

野村アセットマネジメント

株式会社

東京都江東区豊洲二丁目２

番１号
169,600 3.17

計 － 256,000 4.78
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,334,000 13,340

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 5,300 － －

発行済株式総数  1,339,400 － －

総株主の議決権  － 13,340 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、すべて当社所有の自己株式であります。

２．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式１株が含まれております。

３．2024年12月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、上記株式数及び議決権

の数については、当該株式分割前の株式数及び議決権の数を記載しております。

 

②【自己株式等】

    2024年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

株式会社ジーデップ・アドバンス
宮城県仙台市青葉区

国分町三丁目４番33
100 － 100 0.01

計 － 100 － 100 0.01

（注）　2024年12月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、上記所有株式数について

は、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2024年６月１日から2024年11月30日

まで）に係る中間財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2024年５月31日）
当中間会計期間

（2024年11月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,006,128 2,791,393

受取手形、売掛金及び契約資産 366,005 575,302

商品 844,281 869,217

その他 3,021 126,927

流動資産合計 4,219,436 4,362,840

固定資産   

有形固定資産 76,717 69,486

無形固定資産 3,530 22,849

投資その他の資産 35,045 35,096

固定資産合計 115,293 127,431

資産合計 4,334,730 4,490,272

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 353,066 163,651

未払法人税等 107,601 166,031

前受金 748,838 404,013

引当金 － 10,191

その他 61,625 128,866

流動負債合計 1,271,131 872,754

固定負債   

長期前受金 447,073 746,042

長期未払金 225,931 225,931

固定負債合計 673,005 971,974

負債合計 1,944,137 1,844,728

純資産の部   

株主資本   

資本金 285,125 285,460

資本剰余金 885,746 886,081

利益剰余金 1,219,990 1,474,458

自己株式 △270 △942

株主資本合計 2,390,592 2,645,058

新株予約権 － 485

純資産合計 2,390,592 2,645,543

負債純資産合計 4,334,730 4,490,272
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

（自　2023年６月１日
至　2023年11月30日）

当中間会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

売上高 1,886,149 3,995,118

売上原価 1,461,174 3,280,287

売上総利益 424,974 714,831

販売費及び一般管理費 ※ 163,391 ※ 216,290

営業利益 261,582 498,540

営業外収益   

為替差益 4,599 －

受取利息 9 3,698

その他 297 207

営業外収益合計 4,906 3,905

営業外費用   

為替差損 － 5,288

上場関連費用 20,086 －

営業外費用合計 20,086 5,288

経常利益 246,402 497,158

税引前中間純利益 246,402 497,158

法人税等 75,425 153,020

中間純利益 170,977 344,138
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

（自　2023年６月１日
至　2023年11月30日）

当中間会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 246,402 497,158

減価償却費 9,123 20,016

敷金償却費 180 652

株式報酬費用 － 485

引当金の増減額（△は減少） 9,053 10,191

受取利息 △9 △3,698

為替差損益（△は益） △12,240 12,308

売上債権の増減額（△は増加） △255,678 △209,296

棚卸資産の増減額（△は増加） 47,780 △27,949

仕入債務の増減額（△は減少） 174,022 △189,415

その他の資産の増減額（△は増加） △25,919 △123,134

その他の負債の増減額（△は減少） 62,128 9,360

小計 254,844 △3,321

利息の受取額 9 2,927

法人税等の支払額 △116,945 △88,949

営業活動によるキャッシュ・フロー 137,908 △89,343

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,289 △7,835

無形固定資産の取得による支出 － △15,095

敷金の差入による支出 △21,232 －

その他の支出 － △703

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,521 △23,634

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 502,601 671

自己株式の取得による支出 △270 △672

配当金の支払額 △74,400 △89,447

財務活動によるキャッシュ・フロー 427,931 △89,449

現金及び現金同等物に係る換算差額 12,240 △12,308

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 553,558 △214,734

現金及び現金同等物の期首残高 1,879,714 3,006,128

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,433,272 ※ 2,791,393
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【注記事項】

（中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（表示方法の変更）

（中間損益計算書）

　前中間会計期間において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取利息」は、金額的重要性が増した

ため、当中間会計期間より区分掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前中間会

計期間の中間損益計算書の組替えを行っております。

　なお、前中間会計期間の中間損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた307千円は、

「受取利息」９千円、「その他」297千円として組替えております。

 

（中間貸借対照表関係）

当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。これらの

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年５月31日）
当中間会計期間

（2024年11月30日）

当座貸越極度額の総額 2,300,000千円 2,300,000千円

借入実行残高 － －

差引額 2,300,000 2,300,000

 

（中間損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2023年６月１日
至　2023年11月30日）

当中間会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

給与手当 33,035千円 45,937千円

引当金繰入額 6,308 6,410

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前中間会計期間

（自　2023年６月１日
至　2023年11月30日）

当中間会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

現金及び預金勘定 2,433,272千円 2,791,393千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 2,433,272 2,791,393
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自　2023年６月１日　至　2023年11月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年７月13日

取締役会
普通株式 74,400 62 2023年５月31日 2023年８月28日 利益剰余金

（注）2024年12月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」に

つきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年７月12日

取締役会
普通株式 89,670 67 2024年５月31日 2024年８月29日 利益剰余金

（注）2024年12月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」に

つきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（持分法損益等）

　当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会社であるため、記

載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　2023年６月１日　至　2023年11月30日）

　当社は、システムインキュベーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

　当社は、システムインキュベーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前中間会計期間（自　2023年６月１日　至　2023年11月30日）

   （単位：千円）

 DXサービス Service&Support 合計

顧客との契約から生じる収益 1,705,165 180,983 1,886,149

外部顧客への売上高 1,705,165 180,983 1,886,149

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

   （単位：千円）

 DXサービス Service&Support 合計

顧客との契約から生じる収益 3,777,843 217,274 3,995,118

外部顧客への売上高 3,777,843 217,274 3,995,118
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2023年６月１日
至　2023年11月30日）

当中間会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

（１）１株当たり中間純利益 32円75銭 64円25銭

（算定上の基礎）   

中間純利益（千円） 170,977 344,138

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益（千円） 170,977 344,138

普通株式の期中平均株式数（株） 5,219,644 5,356,054

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 31円28銭 62円10銭

（算定上の基礎）   

中間純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 245,080 185,835

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ 第３回新株予約権

（新株予約権の数17個）

（新株予約権の目的となる株式

の数13,600株）

これらの詳細については、「第

３提出会社の状況　１株式等の

状況　(2)新株予約権等の状

況　①ストック・オプション制

度の内容」に記載のとおりであ

ります。

　（注）１．前中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、当社は2023年６月30日に東京証券取引

所スタンダード市場へ上場したため、新規上場日から前中間会計期間の末日までの平均株価を期中平均株価

とみなして算定しております。

２．当社は2024年12月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益を算

定しております。

 

（重要な後発事象）

　当社は、2024年10月11日開催の取締役会の決議に基づき、2024年12月１日付で株式分割及び株式分割に伴う定款

の一部変更を行っております。

 

　　（１）株式分割の目的

　当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様が当社株式により投資しやす

い環境を整えることで、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的としております。

 

　　（２）株式分割の概要

①分割方法

　2024年11月30日（同日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には2024年11月29日（金））を基準日

として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の有する普通株式１株につき、４株の割合を

もって分割いたしました。

 

②分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 1,339,400株

今回の株式分割により増加する株式数 4,018,200株

株式分割後の発行済株式総数 5,357,600株

株式分割後の発行可能株式総数 19,200,000株
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③株式分割の日程

基準日公告日 2024年11月14日（木曜日）

基準日 2024年11月30日（土曜日）

効力発生日 2024年12月１日（日曜日）

 

④１株当たり情報に及ぼす影響

　１株当たり情報に及ぼす影響については、（１株当たり情報）に記載しております。

 

　　（３）株式分割に伴う定款の一部変更

①定款変更の理由

　株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2024年12月１日をもって、当社定款第６条に

定める発行可能株式総数を変更いたしました。

 

②定款変更の内容

（下線は変更部分を示します。）

変更前 変更後

（発行可能株式総数） （発行可能株式総数）

第6条　当会社の発行可能株式総数は、４８０万株と

する。

第6条　当会社の発行可能株式総数は、１，

９２０万株とする。

 

③定款変更の日程

　効力発生日　2024年12月１日

 

　　（４）その他

①資本金の額の変更

　今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

 

②新株予約権の行使価額の調整

　今回の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たりの行使価額を2024年12月１日以降、以下の

とおりに調整いたしました。

新株予約権 調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 671円 168円

第２回新株予約権 1,861円 466円

第３回新株予約権 10,237円 2,560円
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２【その他】

期末配当

　2024年７月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………… 89,670千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………… 67円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………… 2024年８月29日

（注）１．2024年５月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。

２．「１株当たりの金額」については、基準日が2024年５月31日であるため、2024年12月１日付の株

式分割前の金額を記載しております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年1月14日

株式会社ジーデップ・アドバンス

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

　東北事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 齋　藤　　　哲

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 島　川　行　正

 

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジー

デップ・アドバンスの2024年６月１日から2025年５月31日までの第10期事業年度の中間会計期間（2024年６月１日から

2024年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算

書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社ジーデップ・アドバンスの2024年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点に

おいて認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその

他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に対して限定

付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に

基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並

びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価

する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
  

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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